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	第1章　計画の策定にあたって


第1節　策定の背景・趣旨

本市では、平成17年10月の障害者自立支援法の成立を踏まえて、平成18年度から20年度の3か年を計画期間とする第1期の「桜川市障害福祉計画」を策定しました。この計画の趣旨は、障害のある人の地域生活移行と就労支援を進め、自立を支援する観点から、障害者自立支援法に定める障害福祉サービスや地域支援事業等の基盤整備を図るものです。

障害者自立支援法では、それまで身体障害、知的障害、精神障害と別個に提供されていた福祉サービスが共通化され、サービスの提供主体も市町村に一元化されました。また、福祉サービスの利用者負担の見直しによる原則1割の自己負担が定められるなど大きな制度の変更が行われたため、現場で対応を円滑にし、制度の定着を図るための改善策が講じられているところです。

今回の見直しに先立って、本市では、平成20年3月に、障害者基本法を根拠とする「桜川市障害者計画～ともに生きる地域社会の実現をめざして～」を策定しました。これは、“ノーマライゼーション”と“完全参加”を基本理念として県が推進する「いばらき障害者いきいきプラン」と整合性を図りつつ、障害者福祉に関する施策を総合的に推進するための計画であり、今回策定する「桜川市障害福祉計画」は、「桜川市障害者計画」の中のサービス基盤整備計画として位置付けられます。

第2期計画の策定にあたっては、①サービスの基盤整備につなげる、②県と協働して「圏域」単位のサービス基盤を考える、③個々の障害のある人に対してサービス相互が有機的につながる仕組みを考える、という基本的な方向が示されています。本計画は、第1期計画の分析・評価と現行サービス利用者の実態把握を踏まえつつ、障害福祉サービス等の基盤整備に関する新たな数値目標を定め、障害のある人々の地域生活における自立支援策のさらなる推進を図るために策定するものです。

· 完全参加と平等：障害者基本法では、「すべての障害者は、社会を構成する一員として、社会・経済・文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会を与えられるものとする」とされ、障害者施策の基本理念となっている。

· ノーマライゼーション：障害のある人もない人も、社会の一員として、お互いに尊重し支えあいながら、地域の中でともに生活する社会こそが当たり前の社会であるという考え方。
· 茨城県では、「いばらき障害者いきいきプラン」（計画期間：平成15年度～24年度）を策定し、ノーマライゼーションと完全参加を基本理念に施策が推進されている。

第2節　計画の位置づけ・性格

本計画は、障害者自立支援法第88条第1項に基づくものであり、障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する方策を定めるものです。

また、本計画は「桜川市第1次総合計画」を上位計画とし、障害者基本法を根拠とする「桜川市障害者計画」の中のサービス基盤整備計画として位置付けられるものです。

第3節　計画の対象

本計画は、障害者自立支援法第4条に基づき、市内に在住の身体障害、知的障害、精神障害のある人及び障害のある児童（18歳未満）を対象とします。また、発達障害や高次脳機能障害などの人に対しても、ニーズにあわせた柔軟な支援に取り組むものです。

第4節　計画の期間

本計画は、第1期計画に引き続き、平成21年度～23年度の3か年を計画期間とします。平成23年度には見直しを行い、平成24年度を初年度とする第3期計画を策定することになります。
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※障害者自立支援法第4条：この法律において「障害者」とは、身体障害者福祉法第四条に規定する身体障害者、知的障害者福祉法にいう知的障害者のうち18歳以上である者及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第5条に規定する精神障害者のうち18歳以上である者をいう。「障害児」とは、児童福祉法第4条第2項に規定する障害児及び精神障害者のうち18歳未満である者をいう。

※発達障害：自閉症、高機能自閉症、学習障害、注意欠陥多動性障害などの脳機能の障害で、その症状が通常低年齢において発現するもの。

※高次脳機能障害：主に脳の損傷によって起こされる障害で、言語障害、注意障害、記憶障害、行動と情緒の障害など様々な症状がある。その障害は外見から分かりにくく、当人の自覚症状も薄い。

第5節　第1期計画から第2期計画への流れ

市町村及び都道府県は、国の「基本指針」を踏まえ、平成23年度までの新サービス体系への移行を念頭に置きながら数値目標を設定し、平成18年度に第1期計画を策定しました。第2期計画は、第1期計画の進捗状況等を踏まえ策定するものです。
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	第2章　障害のある人を取りまく状況


第1節　市の人口・世帯数の推移

1．人口・世帯数の推移

市の人口は減少傾向にありますが世帯数は増加しています。平成19年3月31日現在の人口は49,169人、世帯数は14,596世帯となっています。また、65歳以上の高齢者がおよそ4人に1人を占めています。
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（資料：住民基本台帳、3月31日現在）
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（資料：国勢調査）

第2節　障害のある人の現状

1．障害者手帳所持者の内訳

障害者手帳所持者は、近年増加し、平成18年には2000人を超えましたが、平成20年には大きく減少しています。特に障害者手帳所持者の約8割を占める身体障害者手帳所持者の減少が大きくなっています。療育手帳所持者についても減少し、精神障害者保健福祉手帳所持者は増加しています。
（各年3月31日現在）

	　
	平成16年
	平成17年
	平成18年
	平成19年
	平成20年

	身体障害者手帳所持者
	1,312
	1,406
	1,657
	1,643　
	1,521　

	療育手帳所持者
	313
	324
	331
	341　
	304

	精神障害者保健福祉手帳所持者
	60
	75
	78
	81　
	87　

	合計
	1,685
	1,805
	2,066
	2,065　
	1,912　


（資料：市社会福祉課）

（平成20年3月31日現在）

	身体障害者手帳所持者
	療育手帳所持者
	精神障害者保健福祉手帳所持者

	1級
	547人
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（資料：市社会福祉課）

2．身体障害のある人の状況

身体障害のある人については、5割以上が「肢体不自由」、次いで3割近くが「内部障害」となっています。
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（資料：市社会福祉課）

3．自立支援医療（精神通院）受給者の状況

自立支援医療（精神通院）の受給者は、年々増加し、平成19年には300人を超過しましたが、平成20年は減少しています。
（各年3月31日現在）

	　
	平成

16年
	平成

17年
	平成

18年
	平成

19年
	平成

20年

	自立支援医療（精神通院）受給者数
	121人
	228人
	283人
	342人　
	282人　


（資料：市社会福祉課）

4．難病患者の状況

難病患者について、特定疾患医療給付受給者は、平成20年は181人で横ばい、小児慢性特定疾患医療受給者については129人で大幅に減少しています。
（各年3月31日現在）

	　
	平成
16年
	平成
17年
	平成
18年
	平成
19年
	平成
20年

	特定疾患医療給付受給者
	165
	170
	168
	183　
	181　

	小児慢性特定疾患医療給付受給者
	244
	224
	224
	195　
	129　


（資料：市社会福祉課）

第3節　アンケート調査結果の概要

【調査の概要】

	1．調査の目的

市内在住の身体障害、知的障害、精神障害のある人を対象に、障害福祉サービスについてのニーズや意識、よりよいまちづくりに向けた意見を把握し、本計画策定の基礎資料とすることを目的として実施しました。

2．調査内容

（1）身体障害、知的障害、精神障害のある人の状況

（2）その家族もしくは介助者の状況

（3）その他障害者福祉に関すること

3．調査設計

（1）調査地域：桜川市全域。

（2）調査対象：桜川市在住の身体障害、知的障害、精神障害のある人。

（3）抽出　→調査方法　身体障害、知的障害、精神障害のある人について1,963人を抽出。→を対象
（4）調査方法　郵送配布・郵送回収。

（5）調査期間　2008年（平成20年）8月

4．回収結果

調査対象

対象者数

回収数

回収率(％)

身体障害、知的障害のある人

1,744
865
49.6％
精神障害のある人

219
99
45.1％
合計

1,963
964
49.1％
5．集計結果の見方

（1）小数点第2位を四捨五入し、構成比率（％）で小数点第1位までを表示しているため、合計が100％にならない場合があります。

（2）「Ｎ」はその設問に回答した回答者の総数を示しています。

（3）「ＳＡ」は単数回答で、各設問について1つの回答を示しています。

（4）「ＭＡ」は複数回答で、各設問に対して複数の回答を示しています。

（5）クロス集計に関しては、「不明」の場合を省いた部分について表示しています。


【調査結果の概要】

1．性別

回答者の性別は、男性が53.7％、女性が43.5％となっています。身体障害及び知的障害のある人では男性、精神障害のある人では女性の割合が高くなっています。
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2．年齢

年齢は、50歳以上が約7割となっており、75歳以上が約3割を占めています。身体障害のある人の4割以上が75歳以上となっています。知的障害のある人は29歳以下が4割を超えています。
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3．同居者

同居者は、「配偶者（妻・夫）」、「子ども」の割合が約4割と高く、次いで「父親・母親」が2割以上となっています。
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4．障害の原因

障害の原因については、「その他の疾病」や「脳血管疾患」など疾病によるものが上位を占めています。
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※精神障害については障害の原因についての質問はない。

5．必要とする介助

必要とする介助・手助けは、「外出（買い物、通院など）」が約4割、次いで「洗濯・炊事など家事」、「緊急時の避難」の順で多く、前回（平成18年度調査）とほぼ同様の結果となっています。「緊急時の避難」については、前回よりややポイントが低下しています。
[image: image12.emf]必要とする介助・手助け（ＭＡ） N=989（平成18年度調査1,067）
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6．主な介助者

主な介助者は、「配偶者（妻・夫）」が2割を超えて最も多く、次いで「施設等の職員」、「父親・母親」、「子」の順となっています。平成20年度調査では、「施設等の職員」の割合が低下し、「配偶者（妻・夫）」の割合が増加しています。
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7．就学・就労の状況

就学・就労の状況は、「どれでもなく自宅にいる」が約4割、次いで「仕事に就いている（作業所を含む）」が約15％で、前回とほぼ同様の結果となっています。
[image: image14.emf]就学・就労の状況（ＳＡ）　N=989（平成18年度調査1,067）
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8．仕事先

仕事先は「会社員」が3割以上で、「パート・アルバイト」、「商・自営業」、「福祉作業所など」の順となっています。前回と比較して会社員がやや減少しています。
[image: image15.emf]仕事先（ＳＡ）　Ｎ＝155（平成18年度調査177）
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9．仕事に就くきっかけ

仕事に就くきっかけは、「職業安定所（ハローワーク）」、「学校の紹介」、「親族の紹介」の順となっています。
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10．仕事で困っていること

仕事で困っていることは、「収入が少ない」が3割を超えて最も多くなっています。
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11．仕事の月収

仕事の月収は、「1万円未満」や「1万円～3万円未満」が前回より減り、「5万円～10万円未満」が最も多くなっています。

[image: image18.emf]�d �� �� �� �� �i M A ) �@ N = 1 5 5 �i �� �� 1 8 �N �x �� �� 1 7 7 �j

1 1 .0

6 .5

3 .2

2 1 .3

1 6 .1

1 7 .4

8 .4

1 0 .3

5 .8

1 4 .7

7 .9

2 .8

1 7 .5

2 0 .3

1 4 .1

1 0 .7

4 .5

7 .3

0 1 0 2 0 3 0

�P �� �~ �� ��

�P �� �~ �` �R �� �~ �� ��

�R �� �~ �` �T �� �~ �� ��

�T �� �~ �` 1 0 �� �~ �� ��

1 0 �� �~ �` 1 5 �� �~ �� ��

1 5 �� �~ �` 2 0 �� �~ �� ��

2 0 �� �~ �` 3 0 �� �~ �� ��

3 0 �� �~ �� ��

�s ��

�i �� �j

�� �� 2 0 �N �x �� ��

�� �� 1 8 �N �x �� ��


12．今後の就学・就労について

今後の就学・就労については、「「パートや短時間の仕事をしたい」、「常勤で一般の仕事をしたい」などもあわせて1割以上で、前回調査よりやや高くなっています。
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13．生活で困っていること・悩んでいること

生活で困っていることや悩んでいることについては、「主な介助者がいなくなった後のこと」が約15％で最も多く、次いで「医療費が多くかかる」、「生活費が足りない」、「外出しにくい」となっています。平成18年度調査と比較して、「診療してくれる医療機関がない」の順位が上がっています。
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14．相談場所・相手

相談相手や場所については、「病院・診療所(医院)」が約4割で最も多く、次いで「友人・知人」､｢福祉事務所｣､｢福祉センター｣、「福祉施設や作業所」となっています。「病院・診療所(医院)」の割合がさらに高くなっています。
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15．福祉の情報源

福祉の情報源は、「病院・診療所（医院）」が3割近くで最も多く、次いで「広報さくらがわ」、「テレビ・ラジオ・新聞」、「福祉事務所」、「家族や親せき」の順となっています。
[image: image22.emf]福祉の情報源（MA)　N=989（平成18年度調査1,067）
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16．将来の暮らし方

将来の暮らし方については、「今のままでよい」が約5割で最も多く、次いで「夫婦で暮らしたい」、「子どもと暮らしたい」、「施設で暮らしたい」となっています。前回と比較して、「今のままでよい」が増え、「施設で暮らしたい」が減少しています。
[image: image23.emf]将来の暮らし方（MA)　N=989（平成18年度調査1,067）

49.5

14.0

11.4

7.4

5.7

3.8

2.8

3.1

12.3

44.9

13.6

11.1

9.9

5.6

2.7

2.6

2.2

15.8

0 10 20 30 40 50 60

今のままでよい

夫婦で暮らしたい

子どもと暮らしたい

施設で暮らしたい

親と暮らしたい

グループホームで暮らしたい

ひとりで暮らしたい

その他

不明

（％）

平成20年度調査

平成18年度調査


17．災害発生時の避難

災害発生時の避難については、「できない」が「できる」をやや上回り、ともに前回よりも回答率が高くなっています。また、災害時の避難については、知的障害のある人に「できない」という割合が高く6割を超えています。
[image: image24.emf]災害時に一人で避難できるか（MA)　N=989（平成18年度調査1,067）
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[image: image25.emf]災害時に一人で避難できるか
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18．避難の際に困ること

避難の際に困ることでは、「避難場所での生活が不安」が約3割で最も多く前回よりも上昇しています。次いで「避難場所が分からない」も2割を超えています。
[image: image26.emf]避難の際に困ること（MA)　N=989（平成18年度調査1,067）
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19．各種サービスの利用経験と利用意向

平成20年度調査で各種サービスについて利用経験が多いのは、「補装具費の支給」、「自立支援医療」、「施設入所支援」などで、今後の利用意向については、「短期入所（ショートステイ）」、「補装具の支給」、「自立支援医療」、「相談支援事業」の順となっています。
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※サービス体系・名称が異なるため、前回調査との比較はなし。

20．重点的に進めるべき施策

今後、重点的に進めるべき施策としては、「障害者に対する住民の理解促進」をはじめ、「医療負担の軽減」、「経済的援助の充実」、「障害者を診てくれる医療機関」、「専門的名医療機関の確保」の順となっています。
[image: image28.emf]重点的に進めるべき施策（MA)　N=989（平成18年度調査1,067）
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	第3章　計画の基本理念・目標


第1節　基本理念

本計画では、平成20年3月に策定した桜川市障害者計画にあわせ、ノーマライゼーションの考え方に基づき、障害のある人もない人もともに生きる地域社会の実現をめざすことを基本理念とします。


[image: image29]
第2節　基本目標

障害者自立支援法の趣旨に基づき、①障害者の自立と社会参加の実現とそのための②障害福祉サービスの提供基盤の整備を基本目標として、本計画に定める施策の推進を図ります。
第3節　施策・事業の体系
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1　生活介護

2　自立訓練（機能訓練・生活訓練）

2 日中活動系サー

   ビスの充実

3　就労移行支援

4　就労継続支援（雇用型・非雇用型）

【障害福祉サービス】

1　居宅介護（ホームヘルプサービス）

2　重度訪問介護

1 訪問系サービス

   の充実

3　行動援護

4　重度障害者等包括支援


[image: image31.emf]5　見込量確保のための方策
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【計画の推進に向けて】
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１ 理解・啓発の推

    進

2　精神障害に関する正しい知識の普及啓発

3　ボランティア活動の育成支援



1　日中一時支援事業

2　スポーツ・レクリエーション教室開催等事業

6 その他の地域生

   活支援事業

3　芸術・文化講座開催等事業

4　奉仕員養成研修事業


	第4章　障害福祉サービスの推進


第1節　訪問系サービスの充実

【現状と課題】

障害者自立支援法に基づく障害福祉サービスには、大きく分けて訪問系サービス、日中活動系サービス、居住支援サービス、地域支援事業があります。
訪問系サービスは、在宅訪問により受けるサービス（居宅介護、重度訪問介護、行動援護、重度障害者等包括支援）と、短期入所（ショートステイ）がこれに含まれます。

市内の事業所については、平成20年12月現在、居宅介護の事業所が3箇所、短期入所の事業所が5箇所となっています。

居宅介護（ホームヘルプ）の利用は、平成21年度の支給決定者が20人に達しており、利用者は増加の見込みです。短期入所の利用も増加傾向にありますが、受け入れ体制が課題となっています。
また、本計画の策定に伴い平成20年度に実施したアンケート調査（以下「平成20年度調査」という。）の結果では、身体障害のある人は居宅介護、短期入所ともに利用希望が高く、知的障害のある人は短期入所への利用希望が特に高くなっており、今後もサービス量の確保を図っていく必要があります。
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【施策の基本方針】

1．居宅介護（ホームヘルプ）

身体障害、知的障害、精神障害のある人や障害のある児童のうち、日常生活に支障のある人の居宅にホームヘルパーを派遣し、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。（介護給付費）
	【サービス提供見込み量と実績】
	（上段：実人／月、下段：時間／月）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	居宅介護（ホームヘルプ）
	13
	15
	17
	21
	22
	23

	
	125
	144
	163
	132
	138
	145

	実績
	5
	9
	9
	
	
	

	
	98
	98
	54
	
	
	


※居宅介護（ホームヘルプサービス）には以下の重度訪問介護、行動援護、重度障害者等包括支援の利用者についても含む。ただし、第1期において居宅介護以外の利用実績はない。
※事業所の新法移行に伴い、平成21年度の支給決定者は20人に達しているが、それ以降は大きくは増えない見込み。また、平成20年度実績より1人平均6.3時間の利用を見込む。
2．重度訪問介護

重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする人に、居宅での入浴、排せつ、食事の介護、外出のときの移動支援などを総合的に行います。（介護給付費）
3．行動援護

自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な援護や外出の際の移動支援を行います。（介護給付費）
4．重度障害者等包括支援

常に介護が必要な方に対する居宅介護その他のサービスを包括的に行います。（介護給付費）
5．短期入所（ショートステイ）

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含めた施設で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。（介護給付費）

	【サービス提供見込み量】
	（上段：実人／月、下段：人日／月）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	短期入所（ショートステイ）
	18
	20
	22
	14
	15
	16

	
	175
	194
	213
	173
	186
	198

	実績
	9
	10
	13
	
	
	

	
	103
	158
	161
	
	
	


※平成20年度にかけて利用者は増加してきているが、受け入れ枠の限界等の事情もあり、平成21年度以降は微増に留まる見込みである。また、平成20年度実績より1人平均12.4日の利用を見込む。
第2節　日中活動系サービスの充実

【現状と課題】

日中活動系サービスは、施設において、障害のある人の昼間の活動を支援するサービスで、生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援（雇用型・非雇用型）、療養介護、児童デイサービスなどの事業があります。
市内の事業所については、平成20年12月現在、生活介護の事業所が3箇所、自律訓練（生活訓練）及び就労移行支援の事業所が各1箇所となっています。

利用については、生活介護は増加傾向にありますが、機能訓練は平成19年度以降該当者がなく、生活訓練はほぼ第1期の見込み通りの利用となっています。就労移行支援は、平成20年度に利用者が増加しましたが、就労継続支援は市内に事業所がなく、通所が困難なことが大きな課題となっています。
療養介護については、平成21年以降1人が該当し、児童デイサービスについては、利用児童の就学により、利用者の減少が予想されます。
平成20年度調査の結果では、日中活動系サービスの利用希望について、身体障害のある人や知的障害のある人では「生活介護」と「自立訓練（機能訓練・生活訓練）」についての利用希望が高く、精神障害の人は「就労移行支援」と「自立訓練（機能訓練・生活訓練）」への利用希望が高くなっており、事業所の整備等サービス提供体制の充実を図っていく必要があります。
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【施策の基本方針】

1．生活介護

常に介護を必要とする人に、障害者支援施設などの施設で、入浴、排せつ、食事の介護や創作的活動、生産活動の機会提供を行います。（介護給付費）
	【サービス提供見込み量と実績】
	（上段：実人／月、下段：人日／月）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	生活介護
	25
	51
	67
	77
	79
	81

	
	550
	1,122
	1,474
	1,594
	1,635
	1,677

	実績
	9
	22
	50
	
	
	

	
	80
	412
	1,035
	
	
	


※平成21年度は、事業所の新法移行に伴って利用者の大幅な増加が見込まれるが、以降は微増に留まる見込みである。また、平成20年度実績より1人平均20.7日の利用を見込む。

2．自立訓練（機能訓練・生活訓練）

自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練を行います。（訓練等給付費）
（1）機能訓練

身体機能の向上のために必要な理学療法や作業療法、言語療法などの訓練を行います。

	【サービス提供見込み量と実績】
	（上段：実人／月、下段：人日／月）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	自立訓練（機能訓練）
	1
	3
	4
	1
	1
	1

	
	22
	66
	88
	22
	22
	22

	実績
	1
	0
	0
	
	
	

	
	9
	0
	0
	
	
	


※平成19年度以降は、サービス利用の該当者がないが、平成21年度以降は1人の利用者の出現を見込む。
（2）生活訓練

自立生活が困難な方を対象に、食事や家事等の訓練を行います。

	【サービス提供見込み量と実績】
	（上段：実人／月、下段：人日／月）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	自立訓練（生活訓練）
	3
	6
	8
	6
	6
	6

	
	66
	132
	176
	109
	109
	109

	実績
	3
	7
	6
	
	
	

	
	65
	128
	109
	
	
	


※平成20年度の利用者減は、事業所の減少によるが、新たな事業所の予定もないことから、平成21年度以降は現状での推移を見込む。
3．就労移行支援

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、身体機能又は生活能力の向上のために必要な訓練を行います。（訓練等給付費）
	【サービス提供見込み量と実績】
	（上段：実人／月、下段：人日／月）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	就労移行支援
	2
	5
	6
	12
	12
	12

	
	44
	110
	132
	233
	233
	233

	実績
	0
	3
	12
	
	
	

	
	0
	47
	233
	
	
	


※平成20年度は、見込みを上回って利用者が大きく増加したが、平成21年度以降は就労に結びつく等の場合も想定し、現状での推移を見込む。また、平成20年度には利用者の1人が就労している。

4　就労継続支援

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識及び能力の向上のために必要な訓練を行います。（訓練等給付費）
（1）Ａ型（雇用型）
利用者と事業者が雇用関係を結び、生産活動その他の活動の機会を通じて、知識や能力の向上のために必要な訓練を行います。
	【サービス提供見込み量】
	（上段：実人／月、下段：人日／月）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	Ａ型（雇用型）
	0
	1
	2
	2
	3
	4

	
	0
	22
	44
	44
	66
	88

	実績
	2
	1
	1
	
	
	

	
	44
	22
	22
	
	
	


※平成20年度現在1人の利用実績に対して、年1人の利用者増を見込む。
（2）Ｂ型（非雇用型）
一定の賃金水準のもとでの継続した就労の機会を提供し、雇用に向けた支援を行います。
	【サービス提供見込み量】
	（上段：実人／月、下段：人日／月）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	Ｂ型（非雇用型）
	3
	6
	10
	2
	3
	4

	
	66
	132
	220
	44
	66
	88

	実績
	0
	1
	1
	
	
	

	
	0
	13
	3
	
	
	


※平成20年度現在1人の利用実績に対して、年1人の利用者増を見込む。

5　療養介護

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関での機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行います。（介護給付費）
	【サービス提供見込み量】
	（上段：実人／月、下段：人日／月）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	療養介護
	0
	0
	0
	1
	1
	1

	
	0
	0
	0
	30
	30
	30

	実績
	0　
	0
	0
	　
	　
	　

	
	0　
	0
	0
	　
	　
	　


※平成21年度に新法に移行する事業所が1箇所あり、その利用者の1名が該当する予定。
6　児童デイサービス

障害のある児童に対する日常生活での基本的な動作の指導、集団生活への適応訓練などの援助を行います。（介護給付費）
	【サービス提供見込み量】
	（上段：実人／月、下段：人日／月）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	児童デイサービス
	2
	2
	2
	1
	1
	2

	
	20
	20
	20
	23
	23
	46

	実績
	1
	4
	3
	
	
	

	
	2
	49
	33
	
	
	


※平成21年度以降は、現在の利用児童が就学するため、利用者が減少するが、新たな利用者の出現を見込む。

第3節　居住系サービスの充実

【現状と課題】

居住系サービスには、利用者の介護や援助を必要とする程度によって、共同生活援助（グループホーム）、共同生活介護（ケアホーム）そして施設入所支援の3つのサービスが定められています。
市内の事業所については、平成20年12月現在、共同生活援助が1箇所、施設入所支援が3箇所あります。また、旧法施設についても2箇所となっています。

共同生活援助は、退所者により利用者が減少していますが、共同生活介護は年々増加の傾向にあり第1期の見込みを上回って推移しています。施設入所支援については、旧法施設の新法への移行により平成21年度は利用者が大幅に増加の予定です。

また、平成20年度調査の結果では、居住系サービスについて、知的障害のある人の利用希望が全体的に高くなっていますが、特に「施設入所支援」への利用希望が突出しています。身体障害のある人も「施設入所支援」の利用希望が比較的高くなっています。精神障害のある人については、知的障害のある人に次いで居住系サービスへの利用希望が高くなっています。

居住系サービスについては、全般的に利用の拡大が予想されることから、施設の充実等、サービス提供体制の確保を図っていく必要があります。
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【施策の基本方針】

1．共同生活援助（グループホーム）

介護は必要とせず、就労しているかまたは自立訓練、就労移行支援事業等を利用している知的障害、精神障害のある人を対象に、夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援助を行います。（訓練等給付費）
	【サービス提供見込み量と実績】
	（単位：実人）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	共同生活援助（グループホーム）
	10
	10
	11
	6
	6
	7

	実績
	8
	7
	5
	
	
	


※平成20年度にかけては退所者が3人。平成21年度以降は、微増を見込む。

2．共同生活介護（ケアホーム）

介護を必要とする知的障害、精神障害のある人を対象に、夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。（介護給付費）
	【サービス提供見込み量と実績】
	（単位：実人）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	共同生活介護（ケアホーム）
	6
	7
	8
	17
	18
	19

	実績
	8
	11
	15
	
	
	


※平成21年度は支給決定者が17人。以降は微増を見込む。

3．施設入所支援

夜間に介護を必要とする身体障害、知的障害、精神障害のある人を対象に、入所施設において夜間における居住の場を提供します。平日の日中は、日中活動の事業を利用します。（介護給付費）
	【サービス提供見込み量と実績】
	（単位：実人）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	施設入所支援
	19
	48
	62
	61
	63
	65

	実績
	1
	13
	33
	
	
	


※事業所の新法への移行により平成21年度は大幅に増加の予定。以降は微増を見込む。
第4節　その他の障害福祉サービス

【現状と課題】

障害者自立支援法においては、相談支援事業の一部にサービス利用計画作成が位置づけられ、複数のサービス利用や長期の入所・入院から地域生活に移行する方などへの計画的な支援を行っています。その他、身体障害のある人を対象とした補装具の購入等の支援や、自立支援医療、療養介護医療などのサービスがあります。
第1期計画で見込んだ相談支援（サービス利用計画作成）については、これまでに利用はありませんが、平成20年度調査の結果では、知的障害のある人や精神障害のある人に利用希望が高くみられます。

また、同調査の結果では、身体障害のある人において補装具費の支給への利用希望が高く、自立支援医療については特に精神障害のある人で高い割合を示しています。
今後も計画的な地域生活への移行や、日常生活における便宜を補い、安心して生活していくための医療などにかかるこれらのサービスを充実していく必要があります。
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【施策の基本方針】

1．相談支援（サービス利用計画作成）
支給決定を受けた利用者で、施設入所支援を除くサービスを組み合わせて利用する必要がある方や、入院・入所から地域生活へ移行する方に対し、計画的なプログラムの作成を行います。（サービス利用計画作成費）
	【サービス提供見込み量と実績】
	（単位：実人）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	指定相談支援
	1
	1
	2
	1
	1
	2

	実績
	0
	0
	0
	
	
	


※利用の実績はないが、対象範囲の拡大と新規利用に対応するため、第1期と同様に見込む。
2．補装具費の支給
身体機能を補い、継続して使用される補装具（義肢、装具、車いす等）の購入費や修理費についての給付を行います。（補装具費）

3．自立支援医療
身体障害のある児童の生活能力を得るための医療（育成医療）、身体障害のある人の更生のための医療（更生医療）、精神障害のある人が入院しないで受ける医療（精神障害者通院医療）を利用します。
4．療養介護医療

医療を必要とし、常時介護を必要とする身体障害のある人が、医療施設から療養介護における医療の提供を受けます。

※自立支援医療：障害のある人の心身の障害の軽減を図り、自立した日常生活又は社会生活を営むために必要な医療を自立支援医療という。自立支援医療の支給が決定すると、利用者へ受給者証が送られる。受給者証の有効期間は1年以内。
第5節　地域生活支援事業の推進
【現状と課題】

地域生活支援事業としては、障害のある人への総合的な支援を行う相談支援事業（障害者相談支援事業、地域自立支援協議会、市町村相談支援機能強化事業、住宅入居等支援事業、成年後見制度利用支援事業）、聴覚障害のある人へのコミュニケーション支援事業、日常生活用具給付事業、移動支援事業、そして地域活動支援センター事業があります。
相談支援事業については、障害者相談支援事業を市内1か所で実施しており、その他の相談支援事業についても住宅入居等支援事業を除いて、第1期計画期間中に見込みにあわせて実施しています。
コミュニケーション支援事業の利用は、ほぼ見込通りとなっており、今後も年1～2人の増加が見込まれます。日常生活用具給付事業は、全体として利用が見込みを大きく上回っていますが、特に排泄管理支援用具の利用が拡大しています。移動支援事業については利用が減少傾向にあります。地域活動支援センター事業は、平成20年度中に事業実施箇所に関して第1期計画の見込みを達成しています。
平成20年度調査の結果では、地域生活支援事業について、「相談支援事業」についての希望が最も高く、特に精神障害のある人と知的障害のある人で高い割合を示しています。また、「日常生活用具給付事業」は身体障害のある人、「移動支援事業」は知的障害のある人に利用希望が高くみられます。

また、第2期計画では、国の指針により新たに「虐待防止に関する取り組みの強化」を事業として追加しており、今後は障害のある人に対する虐待の早期発見・早期対応に努めていく必要があります。
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【施策の基本方針】

1．相談支援事業

（1）障害者相談支援事業

障害のある人の家族の相談に応じながら、福祉サービスにかかる情報の提供と利用の援助、専門のサービス提供機関の紹介、社会生活力を高めるための支援、権利擁護のための必要な援助を行います。
※平成20年度より１箇所で実施。
（2）地域自立支援協議会

地域自立支援協議会を設置・運営しての相談事業の評価や困難事例への対応等にかかる協議・調整を行います。ただし、平成19年度以降の実施となります。
※平成20年度より１箇所で実施。

（3）相談支援強化事業

困難ケースへの対応や、相談支援事業者への指導・助言を行うために必要な社会福祉士、保健師、精神保健福祉士等の専門的職員の配置を行い、相談支援機能の強化を図ります。
※平成20年度より１箇所で実施。

（4）住宅入居等支援事業

一般住宅（公営住宅及び民間の賃貸住宅）への入居を希望しながら、保証人がいない等の理由で入居が困難な障害のある人に対して、入居に必要な調整等にかかる支援を検討します。

※平成20年度現在で未実施、平成23年度までに１箇所での実施を見込む。

（5）成年後見制度利用支援事業

成年後見制度の利用が有効と認められる知的障害または精神障害のある人に対して、成年後見制度の利用を支援し、これらの方々の権利擁護を図ります。

※平成20年度より１箇所で実施。

2．コミュニケーション支援事業

県の聴覚障害者福祉センターとの連携により、聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため、意思疎通を図ることに支障がある人に、必要に応じて手話通訳者の派遣等を行います。

	【サービス提供見込み量と実績】
	（単位：実人）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	手話通訳者派遣事業
	4
	5
	6
	7
	8
	9

	実績
	3
	5
	5
	
	
	


※平成21年度に7人の支給決定者があり、以降は年1人の増加を見込む。
3．日常生活用具給付事業

重度の身体障害、知的障害、精神障害のある人や障害のある児童を対象に、日常生活上の便宜を図るため、以下の自立生活支援用具等を給付又は貸与します。
	【サービス提供見込み量と実績】
	（単位：件）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	日常生活用具等給付事業
	310
	315
	322
	638
	663
	688

	実績
	310
	604
	610
	
	
	

	
	介護訓練支援用具
	4
	4
	4
	5
	5
	5

	
	実績
	4
	0
	5
	
	
	

	
	自立生活支援用具
	3
	3
	4
	5
	5
	5

	
	実績
	3
	3
	4
	
	
	

	
	在宅療養等支援用具
	2
	2
	2
	8
	9
	10

	
	実績
	2
	4
	8
	
	
	

	
	情報・意志疎通支援用具
	7
	7
	8
	5
	5
	5

	
	実績
	7
	4
	2
	
	
	

	
	排泄管理支援用具
	293
	298
	303
	614
	638
	662

	
	実績
	293
	592
	590
	
	
	

	
	居宅生活動作補助用具
	1
	1
	1
	1
	1
	1

	
	実績
	1
	1
	1
	
	
	


※在宅療養支援用具、排泄管理支援用具については利用が拡大しており、今後も増加を見込む。
4．移動支援事業

屋外での移動に困難がある身体障害、知的障害、精神障害のある人や障害のある児童を対象に、①社会生活上必要不可欠な外出（官公庁や金融機関への外出、公的行事への参加、生活必需品の買物、冠婚葬祭等）、②余暇活動等社会参加のための外出（レクリエーションその他）に際しての外出支援を行います。
	【サービス提供見込み量と実績】
	（単位：延べ人、時間）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	移動支援事業
	6
	7
	8
	7
	8
	9

	
	
	
	
	20
	25
	30

	実績
	6
	2
	6
	
	
	


※平成20年度は見込みに近い利用となっており、平成21年度以降は年1人の増加を見込む。

5．虐待防止に関する取り組みの強化

自立支援協議会を中心に、地域の関係機関によるネットワークを構築し、障害のある人等に対する虐待の未然防止、虐待が発生した場合の迅速かつ適切な対応と再発の防止等についてのシステムの整備を行います。
6．地域活動支援センター事業

「基礎的事業」として創作的活動や生産活動の機会の提供のほか、社会との交流の促進など多様な活動の場を設け、身体障害、知的障害、精神障害のある人のほか、発達障害や高次脳機能障害のある人の地域生活支援に努めます。
また、「機能強化事業」として、地域活動支援センターⅠ型、地域活動支援センターⅢ型の類型を設け、本事業の機能強化を図ります。

	【サービス提供見込み量と実績】
	（単位：箇所、実人）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	基礎的事業
	2
	4
	4
	4
	4
	4

	
	
	
	
	33
	35
	38

	実績
	1
	3
	4
	
	
	

	機能強化事業
	2
	4
	4
	4
	4
	4

	
	
	
	
	31
	31
	31

	実績
	1
	3
	4
	
	
	

	
	地域活動支援センター1型
	1
	1
	1
	1
	1
	1

	
	
	
	
	
	1
	1
	1

	
	実績
	1
	1
	1
	
	
	

	
	地域活動支援センターⅡ型
	0
	1
	1
	0
	0
	0

	
	
	
	
	
	0
	0
	0

	
	実績
	0
	0
	0
	
	
	

	
	地域活動支援センターⅢ型
	0
	2
	2
	3
	3
	3

	
	
	
	
	
	30
	30
	30

	
	実績
	0
	2
	3
	
	
	


※地域活動支援センターⅠ型は、専門職員（精神保健福祉士等）を配置し、医療・福祉及び地域の社会基盤との調整、ボランティアの育成、障害に対する理解促進にかかる理解啓発等を行う。相談支援事業を併せて実施ないし委託を受けていることを要件とする。
※地域活動支援センターⅡ型は、雇用・就労が困難な在宅障害者に対し、機能訓練、社会適応訓練、入浴等のサービスを実施する。第2期では本事業を見込まない。
※障害のある人のための援護対策として、地域活動支援センターⅢ型は、通所による援護事業（小規模作業所）の実績を概ね5年以上を有し、安定的な運営が図られていることを条件とする。
第6節　その他の地域生活支援事業

【現状と課題】

その他の地域生活支援事業としては、日中一時支援事業、スポーツ・レクリエーション教室開催等事業、芸術・文化講座開催等事業、奉仕員養成研修事業、自動車運転免許取得・改造助成事業などがあります。
市内の事業所については、平成20年12月現在、日中一時支援事業が4箇所となっています。

日中一時支援事業については、利用者が施設入所や入院などへ移行することから、平成21年度以降は大きな利用の増加はないと考えられます。奉仕員養成研修事業は平成19年度に20人近い参加者があり12人が修了しました。修了証書は2年に1回となります。自動車運転免許取得・改造助成事業については、利用は不定期と考えられますが、年平均1人の利用を見込んでいます。
平成20年度調査の結果では、「日中一時支援事業」「スポーツ・レクリエーション教室等開催支援事業」に知的障害のある人の参加希望が特に高くなっています。また、精神障害のある人は「芸術・文化講座等開催事業」への参加希望が高くなっています。

スポーツ・レクリエーション活動については、県のスポーツ大会等に市の身体障害者福祉協会の会員の方が中心に参加していますが、身近な地域で障害のある人が参加できる機会をつくっていく必要があります。また、芸術・文化活動についても障害のある人の参加機会の拡大が課題となっており、機会提供に努めていく必要があります。




【施策の基本方針】

1．日中一時支援事業
在宅で介護している家族の就労及び一時的な休息のため、一時的に見守り等の支援が必要と認められる障害のある人の日中における活動の場を確保し、日常的な訓練や支援を行います。

	【サービス提供見込み量と実績】
	（単位：実人）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	日中一時支援事業
	29
	30
	31
	15
	17
	19

	実績
	29
	19
	13
	
	
	


※施設入所または入院などへの移行があることから、平成21年度以降は年2人の増加を見込む。

2．スポーツ・レクリエーション教室開催等事業

スポーツ・レクリエーション活動を通じて、障害のある人の体力増強、交流、余暇等に資するとともに、障害者スポーツを普及するため、各種スポーツ・レクリエーション教室の開催と、「茨城県身体障害者スポーツ大会」や「ゆうあいスポーツ大会」などへの参加促進を図ります。
3．芸術・文化講座開催等事業

障害のある人の芸術・文化活動を振興するため、作品展や音楽会など芸術・文化活動の発表の場を設けるとともに、創作活動などに必要な環境の整備や支援を行います。地区の公民館、社会福祉協議会の施設、銀行、市の文化祭に参加しての展示などを企画・検討します。
4．奉仕員養成研修事業

聴覚障害のある人等との交流活動を促進するため、日常会話程度の手話表現技術を習得した手話奉仕員（要約筆記に必要な技術等を習得した要約筆記奉仕員、点訳または朗読に必要な技術等を習得した点訳奉仕員、朗読奉仕員）を養成研修します。

	【サービス提供見込み量と実績】
	（単位：実人）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	奉仕員養成研修事業
	10
	10
	10
	－
	10
	－

	実績
	0
	0
	12
	
	
	


※市社会福祉協議会に委託して手話教室を開催している。見込みは社協のボランティア活動としての登録見込者で、修了証書は2年に1回となる。
5．自動車運転免許取得・改造助成事業

障害のある人が自動車運転免許の取得及び自動車の改造をする際に要する費用の一部を助成します。
	【サービス提供見込み量と実績】
	（単位：実人）

	　
	平成18
年度
	平成19
年度
	平成20
年度
	平成21
年度
	平成22
年度
	平成23
年度

	自動車運転免許取得・改造助成事業
	1
	1
	1
	1
	1
	1

	実績
	3
	0
	3
	
	
	


※第1期に合わせて年平均1人の利用を見込む。

	第5章　計画の推進に向けて


第1節　理解・啓発の促進
【現状と課題】

障害のある人もない人もともに生きるノーマライゼーション社会を実現するためには、市民の障害や障害のある人への理解を促進し、地域で障害のある人が自立して生活できる環境づくりを進めていく必要があります。

また、障害者自立支援法が目指す、障害のある人の地域生活移行や就労促進等を進めていくためには、個人や家族の力だけでなく、周囲の人々の協力によって環境づくりを進めていくことが重要です。市社会福祉協議会をはじめ、地域で活動するボランティアや市民団体と協力し、ボランティアの育成支援や団体間のネットワーク化などを通して、障害のある人を地域全体で支える体制づくりを進めていく必要があります。
【施策の基本方針】

1．広報啓発活動による理解の促進

ノーマライゼーションの考え方を普及し、障害のある人への理解を促進するため、地域や家庭、教育機関や各種団体を対象とした広報啓発活動を推進し、市民の障害者福祉に関する意識の醸成を図ります。

2．精神障害に関する正しい知識の普及啓発

身体障害、知的障害に比較して偏見や誤解の多い精神障害についての正しい知識を普及し、精神障害のある人の地域生活への移行を容易にするよう理解の促進に努めます。

3．ボランティア活動の育成支援

市社会福祉協議会と連携し、地域住民のみならず障害のある人自身もボランティア活動に参加できるようボランティア活動の育成支援に努めます。

4．団体等のネットワーク化

地域で活動している障害者団体などあらゆる団体のネットワーク化を進め、実践的な地域福祉活動の活性化を図ります。

第2節　連携・協力の体制づくり
【現状と課題】

市民の日常生活が広域化し、近隣市町との間で共通する行政課題については広域で連携して対応していく必要があります。
広域的に対応することが望ましい事業については、可能な限り近隣市町との連携を図るとともに、より大きな課題については、国・県との連携の下に総合的な施策の推進を図ります。
また、障害のある人の就労や地域生活移行、地域での自立した生活を実現するためには、各種の民間団体の協力が不可欠であり、連携・協力のための体制づくりを進めます。

さらに、市内外の施設や事業所、関係機関との連携を強化しながら、希望する利用者の把握と提供するサービスの周知、就労移行・継続に向けた支援、必要な人材の確保等に努め、本計画に定めたサービス見込量の確保を図ります。

【施策の基本方針】

1．庁内推進体制の整備
福祉・保健の分野を中心に、教育や就労など、障害のある人の自立生活に関連の深い行政分野との連携を図り、サービスの充実に努めます。

2．国・県・近隣市町との連携・協力
広域的に対応する必要がある事業については、国・県・近隣市町とも連携・協力できる体制づくりを進めます。
3．民間団体との連携・協力
障害者団体、社会福祉協議会、医師会、商工団体、ボランティア団体などの各種の民間団体と連携・協力できる体制づくりを進めます。
4．計画の進行管理

本計画の進捗状況の把握と評価を行うため、（庁内推進委員会）及び市民、関係団体等による（推進協議会）を立ち上げ、本計画の着実な推進を図ります。

5．見込量確保のための方策

本計画に定めたサービス見込量の確保を図るため、希望する利用者の把握と、提供するサービスの周知に努めるとともに、市内及び近隣市町にある事業所や施設との調整によりサービスの充実を図ります。

また、施設や事業所との連携により就労支援体制の強化に努めつつ、障害のある人の自立した生活の実現に向けて、ハローワーク等との連携による障害者雇用に対する理解と認識を深めるための啓発活動を推進します。

地域生活支援事業においては、既存サービスの一層の充実を図りながら、関係機関・団体等と連携し、必要な人材の確保に努め、サービスの質の向上を図ります。

6．地域生活及び一般就労への移行目標

本市の福祉施設入所者及び退院可能精神障害者の地域生活への移行、福祉施設利用者の一般就労への移行については下表のように目標値を設定します。

（1）福祉施設入所者の地域生活への移行

	項　目
	数　値
	備　考

	平成17年現在
	72※
	人
	10月1日の全施設入所者数。

	平成20年現在
	33※
	人
	10月1日の全施設入所者数。

	【平成23年目標値】
地域生活移行者数
	8
	人
	平成17年の全入所者のうち、施設入所からグループホーム・ケアホーム等へ地域移行する者の数 。

	
	11.1
	％
	


※市社会福祉課

（2）退院可能精神障害者の地域生活への移行

	項　目
	数　値
	備　考

	平成17年現在
	23※
	人
	10月1日現在の退院可能精神障害者数。

	平成20年現在
	3※
	人
	10月1日現在の退院可能精神障害者数。

	【平成23年目標値】
減少数
	17
	人
	平成17年の人数のうち、平成23年度末までに減少を目指す数。


※茨城県障害福祉課

（3）福祉施設利用者の一般就労への移行

	項　目
	数　値
	備　考

	平成17年現在
	0※
	人
	平成17年度において福祉施設を退所し、一般就労した者の数。

	平成20年現在
	1※
	人
	平成20年度において福祉施設を退所し、一般就労した者の数。

	【目標値】目標年度の年間一般就労移行者数
	4
	人
	平成23年度において施設を退所し、一般就労する者の数。

	
	4
	倍
	


※市社会福祉課
7．旧体系サービス見込量

施設サービスについては、5か年の経過措置が取られており、新体系に移行する間の旧体系サービス利用者数を下表のように見込みます。

	【サービス提供見込み量】
	（人／月）

	　
	平成17年度
	平成20年度現在
	平成23年度

	旧入所サービス分
	67　
	43　
	8　

	移行実績
	0
	24　
	　

	旧通所サービス分
	21　
	11　
	9　

	移行実績
	0
	10　
	　


資料編 



1．新体系事業への移行について

（1）施設体系・事業体系の見直し

障害福祉サービスでは、概ね5年程度の経過措置期間内に現行のサービス体系が、日中活動系サービスや居住系サービスに移行することになります。












（2）福祉サービスに係る自立支援給付の体系

現行サービスと新たなサービス体系の比較は次のようになります。


2．障害福祉サービス見込量の推計

障害福祉サービスの見込量及びその背景となる障害のある人の就労等に関する目標値については、以下の方針が示されています。

（1）目標値の設定

	1．平成23年度末までに、現在の入所施設の入所者の1割以上が地域生活に移行することをめざす。

2．平成24年度までに、精神科病院の入院患者のうち「受け入れ条件が整えば退院可能な精神障害者」（以下「退院可能精神障害者」という。平成14年患者調査で約7万人）の解消をめざす。

3．平成23年度中に福祉施設から一般就労に移行する者を現在の4倍以上とすることをめざす。


（2）就労関係の目標

	1．現在の福祉施設利用者のうち2割以上が就労移行支援事業を利用する。

2．福祉施設から一般就労へ移行する者について、

①全ての者がハローワーク、障害者就業・生活支援センターによる支援を受ける

②3割が障害者委託訓練を受講する

③5割が障害者試行雇用（トライアル雇用）の開始者になる

④5割が職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援を受ける

ことを目標として取り組む。


（3）見込み量算出の考え方

	■考え方

○サービスの見込み量については、基本指針におけるサービス量の見込み方に基づき、策定委員会等の議論を踏まえ、地域の実情を勘案して見込む。

○市町村は、基本指針に基づき自主的に判断し、計画づくりを進めることが必要。

■進め方

○現在のサービスの利用状況をよく分析しニーズ等を把握する。

○過去のサービスの利用状況の伸びを把握する。

○新たな勘案要素について検討する。

○これらのデータを策定委員会等でよく議論する。


3．策定委員会要綱

4．策定委員会委員名簿

5．策定経過

	第1回策定委員会
	平成20年7月28日

	策定にかかるアンケート調査・集計
	平成20年8月～10月

	第2回策定委員会
	平成20年11月27日

	第3回策定委員会
	平成21年1月19日

	パブリック・コメント手続き
	平成21年1月26日～2月24日

	住民説明会
	平成21年2月20日

	第4回策定委員会
	平成21年3月12日


障害者デイサービス





精神障害者地域生活支援センター


( デ イ サ ー ビ ス 部 分 )





精神障害者生活訓練施設





福祉工場(身体・知的・精神)











小規模授産施設（身体・知的・精神）











授産施設(身体・知的・精神)





身体障害者療護施設








施設への入所


または


居住支援サービス


(ケアホーム・グループホーム・福祉ホーム)





以下から、一つまたは複数の事業を選択





新体系へ移行(※)





更生施設（身体・知的）





進行性筋萎縮症療養等給付事業





























【介護給付】


①療養介護(医療型)


※医療施設で実施


②生活介護(福祉型)


【訓練等給付】


③自立訓練


(機能訓練・生活訓練)


④就労移行支援


⑤就労継続支援


(A型・B型)


【地域生活支援事業】


⑥地域活動支援センター











重症心身障害児施設(年齢超過児)





日中活動





居住支援





＜現行（旧体系）＞





＜見直し後（新体系）＞





計画の基本理念


「ともに生きる地域社会の実現をめざして」





























（資料：平成20年度調査）





（資料：平成20年度調査）





（資料：平成20年度調査）





（資料：平成20年度調査）





（資料：平成20年度調査）





（資料：平成20年度調査）
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